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第１章 総 則 

（目  的） 

 第１ この基準は、大田区検査事務規程（平成８年訓令甲第 20 号）第 23 条の規定

に基づき、都市基盤整備部において施行する工事又は製造（以下「工事等」と

いう。）に使用する材料の検査（以下「材料検査」という。）について、必要

な事項を定める。 

 

(適用範囲） 

 第２ この基準は、原則として土木工事、建築工事、設備工事等の材料検査に適用

する。 

 

(材料検査の執行区分) 

 第３ 工事等の材料検査は、それぞれの工事等について別表１～３に定める区分に

従い、検査員又は監督員が行う。 

  ２ 別表１～３に定めのない特殊な品目の材料検査の執行区分は、検査員と監督

員が協議して定める。 

［解  説］ 

  １ 別表１～３に定めのない特殊な品目の材料検査の執行区分は、検査員と監督員

が協議のうえ、別表１～３に準じて定めるものとする。 

  ２ 第２項において、監督員（原則として担当監督員をいう。）が材料検査を行う

場合は、原則として次の項目に該当するものを対象とする。 

   (1) 材料の性質や工程等により、工事現場への搬入後、速やかに使用しなければ

ならない。 

   (2) ＪＩＳ等の規格品。 

   (3) 工事現場等での確認が容易なもの。 

 

（材料検査の命令） 

 第４ この基準により監督員が行う材料検査については、当該契約について監督を

命じられたときをもって、その者に検査命令があったものとする。 
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［解  説］ 

   監督員に対する材料検査の命令 

    監督員に対する材料検査の命令の手続きは、別に要しないこととした。 

    大田区工事施行規定第２条第４号の規定に基づき工事の監督を命じられた者

は、同時に材料検査も命じられたものとみなすものである。 

 

（材料検査請求書等） 

 第５ 検査員は、契約の相手方から材料検査請求書が提出されたときは、これに基

づき速やかに材料検査を行う。 

  ２ 監督員は、契約の相手方から材料搬入予定調書が提出されたときは、これに

基づき速やかに材料検査を行う。 

［解  説］ 

  １ 材料検査請求書等の様式は、「受注者等提出処理基準・同実施細目」に定める

ものを使用する。 

   (1) 「材料検査請求書」（別記様式工第３号） 

   (2) 「材料検査内訳書」（別記様式工第 114 号） 

   (3) 「材料搬入予定調書」（別記様式工第 116 号） 

   (4) 「材料搬入予定内訳調書」（別記様式工第 117 号） 

２ 「材料検査請求書」には、別記様式工第 114 号「材料検査内訳書」を添付し、

検査員に提出するものとする。 

３ 「材料搬入予定調書」には、別記様式工第 117 号「材料搬入予定内訳調書」監

督員が行う材料検査の対象品目のうち、最初の材料が搬入される前に監督員に提

出するものとする。 

 

（材料検査の立会い） 

 第６ 検査員及び材料検査を行う監督員（以下「検査職員」という。）は、材料検

査を行うときは、契約の相手方に立会いを求めなければならない。 

  ２ 検査員は、材料検査を行うときは、原則として監督員又は工事等の主管課長

が指定する職員に立会いを求めるものとする。 

  ３ 監督員が行う材料検査については、特に必要ある場合は除き、他の職員の立

会いを要しないものとする。 

    なお、特に必要ある場合における、他の職員の立会いの要否については、工

事等の主管課長の指示による。 
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［解  説］ 

  １ 監督員が行う材料検査において、工事等の現場で行う場合は他の職員の立会い

は要しないものとする。 

  ２ 監督員が行う材料検査において、工事等の現場以外で行う場合は、原則として

工事等の主管課長が指定する職員の立会いを要するものであるが、工事等の主管

課長の判断により、変更の余地を残すものである。 

  ３ 「工事の現場」とは、工事現場や工事現場での製作等をいう。 

 

（材料検査の方法） 

 第７ 材料検査の方法は次に掲げるとおりとする。 

  ① 品質検査 

    品質検査は、工事等に使用する材料の品質を、検査職員が東京都土木工事材

料仕様書、東京都建築工事標準仕様書、東京都機械設備工事標準仕様書、東京

都電気設備標準仕様書、東京都電気通信設備工事標準仕様書、特記仕様書等の

規定に照らして検査するものとし、その方法は次による。 

   ア 試験を行う検査 

    外観、形状、寸法、重量、性能、品質管理上の成績表等について観測判定す

るほか、理化学的性質について試験研究機関における試験（以下「理化学試験」

という。）又は試験設備を有する製造業者等における試験を受けさせ、その試

験結果により判定する。 

   イ 確認による検査 

     外観、形状、寸法、重量、性能について、見本品（現物見本を含む。）、

カタログ、製作図、試験成績表等により観測し判定する。 

   ウ 照合による検査 

     ＪＩＳ等の規格を証明するマークの表示又はＪＩＳ等に基づく規格証明書

を現品と照合し判定する。 

   エ 書類による検査 

    土木工事において、「土木工事施工管理基準」の品質管理基準の対象品目、

「鋼けた製作に係わる社内検査要領」の対象品目及び「アスファルト混合物事

前審査制度」の対象品目については、使用前に規格証明書、配合計画書等の書

類を審査し判定する。 

  ② 数量検査 

    数量検査は、工事等に使用する材料の数量を、検査職員が設計図書等に照ら

して検査するものとし、その方法は次による。 

   ア 検量による検査：使用前に直接材料を計量する。 

   イ 出来形による検査：使用後に出来形等により間接的に確認する。 
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  ２ 各品目別の検査方法は、別表１～３に定めるとおりとする。ただし検査職員

は、別表１～３に定める方法によることが適当でないと認める場合は、検査員

（監督員が検査を行う品目については工事等の主管課長）の承諾を得て、その

方法を変更することが出来る。 

３ 別表１～３に定めのない特殊な品目の検査方法については、特記仕様書等に

定められているものを除き、検査職員の指示によるものとする。 

４ 試験を行う検査のうち、土木工事で使用するものについては、材料検査を行

う工事の年度内に、所内の他の工事の材料検査において、同一工場で製造され

た同一品目の材料の検査が１回で合格している場合は、検査職員の判断により

試験を省略し、確認による検査を行うことができる。ただし、この場合におい

ても検査職員が必要と認めた場合は、試験を行わなければならない。 

５ 確認による検査及び照合による検査の対象品目になっているものについて

は、量の多少を問わず原則として材料個別に試験を行う必要はないが、ＪＩＳ

等規格品との照合ができない場合、納入された材料に疑義を生じた場合及び検

査職員が必要と認める場合については、試験を行わなければならない。 

  ６ 書類による検査の対象品目になっているものについては、「鋼けた製作に係

わる社内検査要領」に基づき行う場合のある試験を除き、量の多少を問わずに

原則として試験を行う必要はないが、納入された材料に疑義を生じた場合及び

検査職員が必要と認める場合については、試験を行わなければならない。   

 

［解  説］ 

  １ 材料検査は品質検査と数量検査があり、品質検査にはア「試験を行う検査」、 

   イ「確認による検査」、ウ「照合による検査」、エ「書類による検査」がある。 

   (1) 品質検査 

     品質検査は「照合」を除き、検査の事前に提出し承認された「承諾申請書」、

「監督員資料」等に基づき品質検査を行うものとし、その様式は以下による。 

     ① 承諾申請書は、「受注者等提出書類基準・同実施細目」に定める「承諾

申請書」（別記様式工第 110 号）に必要な資料を添付の上、提出するもの

とする。 

     ② 監督員資料は、「受注者等提出書類基準・同実施細目」に定める「監督 

      員資料提出届」（別記様式工第１３８号）に必要な資料を添付の上、提出

するものとする。 

      なお、「監督員資料」は土木工事において使用するものとする。 

    ア 「試験を行う検査」の対象品目については、理化学試験若しくは性能確認 

     を必要とする品目のうち、別表１～３において「試験を行う検査」の対象品 

     目になっているもの又は別表１～３に記載のない品目で、以下のいずれかの 

     条件に該当するものとする。 

     ① 次の材料のうち、試験による検査によらなければ材料の適否を判断する 

      ことができないと認められるもの。 
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      (a)  工場等で重要な材料 

      (b)  特注品 

     ② 新製品、特殊製品等で当該製品の性質、性能を判定する必要があるもの。 

     ③ 現場搬入後、監督官庁による検査が行われる材料のうち、試験が必要な 

      もの。 

    イ 「確認による検査」の対象品目については、別表１～３において、「確認 

     による検査」の対象品目となっているもの又は別表１～３に記載ない品目 

     で、以下のいずれかの条件に該当するものとする。 

     ① 理化学的性質及び製品の性能について規定されてないもの。 

     ② ＪＩＳ等規格品であるが、ＪＩＳ等の規格を証明するマークの表示がな

いもの。 

     ③ ＪＩＳ等規格品であるが、意匠などの加工を加えたもの。 

       なお、別表２～３のうち、｢確認」欄中の「成績」は製作図、カタログ

及び製作会社等の成績表の提出を受けて、それらを基に確認するものとす

る。 

    ウ 「照合による検査」の対象品目については、別表１～３において「照合に

よる検査」の対象品目となっているもの又は以下の条件に該当するものとす

る。 

     ① 別表１～３に記載のない品目のうち、「試験を行う検査」及び「確認に

よる検査」の対象品目以外のもので、以下のいずれかの条件に該当するも

の。 

      (a) ＪＩＳ等規格品で、規格を証明するマークが表示されているもの。 

      (b) ＪＩＳ等規格品で、規格証明書が添付されており、照合ができるも

の。 

    エ 「書類による検査」の対象品目については、土木工事において以下のいず

れらかの条件に該当するものとする。 

     ① 「土木工事施工管理基準」の品質管理基準の対象品目に規定されている

もので、施工管理記録等により品質が確認できるもの。 

       なお、対象品目については、「土木工事施工管理基準 別表－２ 品質

理基準」を参照する。また、施工管理記録については、「土木工事施工管

理基準 ６．記録の提出」を参照する。 

     ② 「アスファルト混合物事前審査制度」の対象品目に規定されているもの。 

     ③ 「鋼けた製作に係わる社内検査実施要領」の対象となる橋りょう工事に

使用するもの。 

      書類による検査は、使用前に規格証明書、配合計画書等の書類を審査する

ことにより判定し、使用後に「土木工事施工管理基準」等に基づく施工管理

の記録、理化学試験の結果、出来形及び工事記録写真等により確認するもの
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とする。 

      なお、出来形については、「土木工事施工管理基準 別表－１ 出来高管

理基準」を参照する。 

      また、「土木工事施工管理基準」、「鋼けた製作に係わる社内検査実施要

領」、「アスファルト混合物事前審査制度実施要領」等に基づき、 製作・製

造及び施工段階での品質管理を厳密に行うことが前提である。  

   (2) 数量検査 

     原則として、ブロック類のように、設置後の数量の確認が容易なものについ

ては、出来形等により使用後の間接的に把握する方法（出来形による検査）と

し、杭等のように、設置後の数量の確認が困難なものについたは、使用前に直

接、材料を計量する方法（検量による検査）によるものとする。 

     なお、（出来形による検査）については、「土木工事施工管理基準 別表－

１ 出来形管理基準」を参照する。 

  ２ 検査方法の変更 

    各材料について、第１項の区分により検査方法を別表１～３のとおり定めたが、

材料、工事種別、材料製造者等の事情に例外的な場合もあることを考慮して変更

の余地を残すものでる。 

  ３ 特殊な品目の検査方法 

    別表１～３に定めのない特殊な品目の材料検査の検査方法は、特記仕様書に定

められているものを除き、検査員と監督員が協議して、第７（材料検査の方法）

に準じて定めるものとする。 

  ４ 素材としての材料の取扱い 

    材料検査は、現場で使用する状態で行うものとし、工事で素材として使用する

もの（生コンクリートの骨材、セメント及びアスファルト混合物の骨材、アスフ

ァルト等）については、配合報告書等で確認することとし、材料検査は行わない

ものとする。ただし、検査職員が必要と認める場合については、材料検査を行わ

なければならない。 

    なお、配合計画書の提出様式については、「土木工事施工管理基準 別紙１」

を参照する。 
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（理化学試験の手続き等） 

 第８ 検査職員は理化学試験の供試料を採取するときは、契約の相手方の立会いの

うえ行う。ただし、材料の性質上搬入後ただちに使用する材料については、契

約の相手方に採取方法を指示して行わせることができる。 

  ２ 検査職員は、採取した供試料を送付するときは、供試料に打刻又は封印をし

なければならない。 

    なお、検査員（監督員が検査を行う品目については工事等の主管課長）が必

要ないと認めた場合は、この限りでない。 

 

［解  説］ 

  １ 第１項のただし書は、監督員が常時現場にいる体制でないことを考慮し、監督

員が行うこととなっている材料について特例を設けたものであり、材料の性質上

搬入後ただちに使用される材料については、供試料の採取を自ら行わず、契約の

相手方に採取方法を具体的に指示して行わせることができるものとする。 

  ２ 第２項のなお書は、土木工事において検査職員の打刻又は封印を省略する場合

もあるため、検査員（監督員が検査を行う品目については、工事等の主管課長）

の判断により変更の余地を残すものである。 

 

（技術的基準） 

 第９ 土木材料検査の技術的基準は、別表－４に示すとおりである。なお、この技

術的基準に定めのないものについては、土木材料仕様書、ＪＩＳ等の規格及び

特記仕様書等に定めるところによる。 

［解  説］ 

    土木工事については、別表－４（東京都建設局材料検査実施基準を準用）によ

ることとし、これに定めのないものについては、土木材料仕様書及び特記仕様

書等によるものとする。 

    また、建築工事、設備工事については、当部においては技術的基準が定められ

ていないので、東京都建築工事標準仕様書、東京都機械設備工事標準仕様書、

東京都電気設備工事標準仕様書、東京都電気通信設備工事標準仕様書、ＪＩＳ

等の規格及び特記仕様書等によるものとする。 

 

（材料検査の結果判明後の措置） 

 第 10 検査員は、材料検査を完了したときは、速やかに契約の相手及び監督員に合

否を通知し、不合格がある場合は、ただちに契約の相手方にこれを引き取らせ

なければならない。 

  ２ 監督員は、材料検査の結果、不合格品がある場合は、契約の相手方に通知し、

ただちにこれを引き取らせなければならない。 



 ８

  ３ 前項において、材料の性質上、使用後に理化学試験の結果不合格と判明した

場合又は書類による検査で使用後に不合格となることが判明した場合は、工事

等の主管課長に報告のうえ、指示を待って処理しなければならない。 

［解  説］ 

  １ 監督員が検査する場合は、材料の性質上、使用後に理化学試験成績の不合格が

判明する場合や、「書類による検査」において、使用後に施工管理記録等により

確認する段階で不合格となることが判明する場合がある。この場合、構造物の取

りこわしや別の方法による検査のやり直し等が予想されるので、工事等の主管課

長の指示により処理するものとする。 

２ 契約の相手方に不合格となった材料を引き取らせる場合は、書面（指示書、善

指示書及び改善命令書）による。ただし、緊急を要する場合は、口頭による指示

を行い、後日書面により指示内容を確認するものとする。 

なお、書面の様式は、「受注者等提出書類処理基準・同実施細目」によるもと

する。（「指示書」：別記様式土第 104 号、「改善指示書」：別記様式土第 104

号の２、及び「改善命令書」：別記様式土第 104 号の３） 

 

（材料検査の結果報告） 

 第 11 監督員は、監督員が材料検査を行う品目の材料検査が全て完了したときは、

契約の相手方に材料搬入実績調書を提出させ、取りまとめのうえ工事等の主管

課長に報告する。 

  ２ 監督員は、監督員が材料検査を行う品目の材料検査について、次に掲げる各

号に該当する場合は、その都度、工事等の主管課長に報告する。 

   ① 使用前に不合格と認めて引取りを指示したとき。 

   ② 使用後に理化学試験の結果が不合格と判明したとき。 

   ③ 書類による検査の結果が、不合格と判明したとき。 

［解  説］ 

１ 「材料搬入実績調書」（別記様式工第 136 号）は、「受注者等提出書類処理基

準・同実施細目」に定める様式を使用する。 

２ 「材料搬入実績調書」には、「材料搬入実績内訳調書」（別記様式工第 137 号）

を添付し報告するものとする。 

３ 第２項第 1号に定める場合の報告は、その都度、工事等の主管課長に報告する

こととし、第２項第２号に定める場合の報告は、試験研究機関等の発行した試験

成績表等によるものとする。 

また、第２項第 3 号に定める場合の報告は、「土木工事施工管理基準」等に基

づく施工管理の記録等によるものとする。 

 



 ９

（単価契約における材料検査） 

 第 12 単価契約における材料検査は、全て監督員が行うものとし、検査方法は、こ

の基準の別表１～３又は特記仕様書に定められているものを除き、工事等の主

管課長の指示を受ける。 

    なお、第３、第５及び第 10 の規定は適用しない。 

［解  説］ 

    単価契約で処理する工事は、現場が広範囲に散在していたり工事の施行が継続

的にひん発したりするため、検査員の検査になじまないものである。従って、別

表１～３の検査の区分に関係なく、すべて監督員が材料検査を行うものとする。 

    なお、別表１～３に記載がなく、特記仕様書にも定めのない品目の検査方法は、

工事等の主管課長の指示を受けるものとする。 

 

（建築工事に付随する設備工事等における材料検査） 

 第 13 建築工事に付随する設備工事等における材料検査は、別に検査事務の主管課

長の指示を受ける。 

［解  説］ 

１ 建築工事に付随する設備工事とは次のものをいう。 

 (1) 再開発事業等の大規模な設備工事 

(2) 建築工事との合併工事 

２ これらの工事については、当部以外の材料検査実施基準等により施行される場

合もあること等を考慮して、検査事務の主管課長の判断に委ねるものとする。 

  

（建築工事監理における材料検査） 

 第 14 建築工事監理における材料検査は、別に検査事務の主管課長の指示を受ける。 

［解  説］ 

    建築工事監理における材料検査は、別途工事監理委託特記仕様書により施行さ

れる場合もあることを考慮して、検査事務の主管課長の判断に委ねるものとす

る。 
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 １３

別表１ 

番号 品       名 

執 行

区 分 

検 査 方 法 提 出

書類の

区 分 摘     要 
品    質 数 量 

検
査
員 

監
督
員 

試 

験 

確 

認 

照 

合 

書 

類 

検 

量 

出
来
形 

承 

諾 

監 

督 
101 洗 砂 利  ○  ○    ○  ○  

102 コンクリート用砕石  ○   ○   ○  ○  

103 コンクリート用砕砂  ○   ○   ○  ○  

104 コンクリート用洗砂  ○  ○    ○  ○  

105 ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物用洗砂           注３ 

106 構造用軽量ｺﾝｸﾘｰﾄ骨材           注３ 

107 砂  ○  ○    ○  ○  

108 ク ラ ッ シ ャ ラ ン  ○   ○ ○  ○  ○ 注 11、注 13 

109 再生クラッシャラン  ○  ○  ○  ○  ○ 注 11、注 13 

110 再生砕石（擁壁等裏込め用）)  ○         注 13 

111 再生砂（ＲＣ－１０）  ○  ○    ○  ○  

112 粒 度 調 整 砕 石  ○   ○ ○  ○  ○ 注 11、注 13 

113 再 生 粒 度 調 整 砕 石  ○  ○  ○  ○  ○ 注 11、注 13 

114 単 粒 度 砕 石  ○   ○   ○  ○  

115 ス ク リ ー ニ ン グ ス           注３ 

116 砕 石 ダ ス ト  ○  ○    ○  ○  

117 道 路 用 鉄 鋼 ス ラ グ  ○ ○  ○ ○  ○  ○ 
高炉除冷スラグのみ試験

注 11、注 14 

118 舗 装 用 石 粉  ○   ○   ○ ○   

119 割 ぐ り 石  ○  ○    ○  ○  

120 玉        石  ○  ○    ○  ○  

121 改 良 土  ○  ○    ○  ○  

121 流 動 化 処 理 土  ○  ○    ○  ○  

122 粒 状 改 良 土  ○  ○    ○  ○  

123 ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物用溶融ｽﾗｸﾞ(注-1)   ○  ○   ○  ○   

124 ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物用汚泥焼却灰(注-1）  ○  ○   ○  ○   

125 ｺﾝｸﾘｰﾄ用再生骨材Ｈ  ○   ○   ○  ○ すりへり減量は砕石に適用 

   



 １４

番号 品       名 

執 行

区 分 

検 査 方 法 提 出

書類の

区 分 摘     要 
品    質 数 量 

検
査
員 

監
督
員 

試 

験 

確 

認 

照 

合 

書 

類 

検 

量 

出
来
形 

承 

諾 

監 

督 
201 一般構造用圧延鋼材  ○   ○  ○  ○  注４ 

202 溶接構造用圧延鋼材  ○   ○  ○  ○  注４ 

203 溶接構造用耐候性熱間圧延鋼材  ○   ○  ○  ○  注４ 

204 ね ず み 鋳 鉄 品 ○ ○   ○   ○ ○  注 18 

205 球 状 黒 鉛 鋳 鉄 品 ○ ○   ○   ○ ○  注 18 

206 炭 素 鋼 鋳 鋼 品 ○ ○   ○   ○ ○  注 18 

207 炭 素 鋼 鍛 鋼 品 ○ ○   ○   ○ ○  注 18 

208 配管用炭素鋼管  ○   ○  ○ ○ ○  注２ 

209 一般構造用炭素鋼管  ○   ○  ○ ○ ○  注２ 

210 一般構造用軽量形鋼  ○   ○  ○ ○ ○  注２ 

211 ス テ ン レ ス 鋼 材  ○   ○  ○ ○ ○  注２ 

212 ミーハナイトメタル  ○  ○   ○  ○   

213 アルミニウム合金鋳物  ○   ○   ○ ○   

214 アルミニウム合金押出形材  ○   ○   ○  ○  

215 鉄筋コンクリート用棒鋼  ○   ○   ○ ○   

216 ＰＣ鋼線及びＰＣ鋼より線  ○   ○   ○ ○   

217 Ｐ Ｃ 鋼 棒  ○   ○   ○ ○   

218 鋼 管 ぐ い  ○   ○  ○ ○  ○ 注２ 

219 Ｈ 形 鋼 ぐ い  ○   ○  ○ ○  ○ 注２ 

220 熱 間 圧 延 鋼 矢 板  ○   ○  ○ ○  ○ 注２ 

221 溶接用熱間圧延鋼矢板  ○   ○  ○ ○  ○ 注２ 

222 鋼 管 矢 板  ○   ○  ○ ○  ○ 注２ 

223 軽 量 鋼 矢 板  ○  ○    ○  ○  

224 
摩擦接合用高力六角ボルト・六角ナ

ット・平座金のセット 
 ○   ○   ○ ○  六角ナット､平座金含む 

225 
摩擦接合用トルシア形高力ボル

ト・六角ナット・平座金のセット 
 ○   ○   ○ ○  六角ナット､平座金含む 

226 タ イ ロ ッ ド 類  ○ ○    ○ ○ ○  注２ 

227 ス タ ッ ド  ○   ○   ○ ○   

228 鉄        網  ○  ○    ○  ○  

  



 １５

番号 品       名 

執 行

区 分 

検 査 方 法 提 出

書類の

区 分 摘     要 
品    質 数 量 

検
査
員 

監
督
員 

試 

験 

確 

認 

照 

合 

書 

類 

検 

量 

出
来
形 

承 

諾 

監 

督 
229 溶 接 金 網  ○   ○   ○  ○  

230 ひ し 形 金 網  ○   ○   ○  ○  

231 ク リ ン プ 金 網  ○   ○   ○  ○  

232 ネットフェンス構成部材  ○   ○   ○  ○  

233 亜鉛めっき鉄線製かご類  ○   ○   ○  ○  

234 道 路 び ょ う  ○  ○    ○  ○  

235 反 射 性 道 路 び ょ う  ○  ○    ○  ○  

236 防 護 さ く  ○  ○    ○  ○  

237 
道 路

標識 

路 側 式  ○  ○    ○  ○  

ｵ ｰ ﾊ ﾞ ｰ ﾊ ﾝ ｸ ﾞ式  ○  ○    ○ ○   

238 道 路 反 射 鏡  ○  ○    ○  ○  

239 視 線 誘 導 標  ○  ○    ○  ○  

240 街灯用 ﾃ ｰ ﾊ ﾟ ｰ ﾎ ﾟ ｰ ﾙ 材料検査実施基準 別表３－１によること 

241 道 路 照 明 用 器 具 材料検査実施基準 別表３－２によること 

242 橋梁用高降伏点鋼板(SBHS)  ○   ○  ○  ○   

243 ねじふし鉄筋及び継手  ○   ○  ○  ○   

301 ポルトランドセメント  ○   ○  ○  ○  注６ 

302 高 炉 セ メ ン ト  ○   ○  ○  ○  注６ 

303 エ コ セ メ ン ト  ○   ○  ○  ○  注６ 

304 フ ラ イ ア ッ シ ュ  ○   ○  ○  ○  注６ 

305 安 定 処 理 用 石 灰  ○   ○  ○  ○  注６ 

306 セ メ ン ト 系 固 化 材  ○  ○   ○  ○  注６ 

307 一般用ﾚﾃﾞｨｰﾐｸｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ  ○ ○   ○  ○ ○  注 13、注 15 

308 舗装用ﾚﾃﾞｨｰﾐｸｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ  ○ ○   ○  ○ ○  注 13、注 15 

309 水中用ﾚﾃﾞｨｰﾐｸｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ  ○ ○   ○  ○ ○  注 13、注 15 

310 再生骨材Ｍを用いたｺﾝｸﾘｰﾄ   ○ ○   ○  ○ ○   

311 再生骨材Ｌを用いたｺﾝｸﾘｰﾄ  ○ ○   ○  ○ ○   

312 セメント処理混合物  ○ ○   ○  ○ ○ ○ 注 11 

 

  



 １６

番号 品       名 

執 行

区 分 

検 査 方 法 提 出

書類の

区 分 摘     要 
品    質 数 量 

検
査
員 

監
督
員 

試 

験 

確 

認 

照 

合 

書 

類 

検 

量 

出
来
形 

承 

諾 

監 

督 
313 遠心力鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ管  ○   ○  ○   ○  

314 ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ管  ○   ○  ○  ○   

315 舗装用ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ平板  ○   ○   ○ ○   

316 視覚障害者誘導用ﾌﾞﾛｯｸ  ○   ○   ○ ○   

317 ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾛ ｯ ｷ ﾝ ｸ ﾞ ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ  ○   ○   ○ ○   

318 鉄 筋 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ U 形  ○   ○   ○  ○  

319 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ U 形用ふた  ○   ○   ○  ○  

320 鉄 筋 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ L 形  ○   ○   ○  ○  

321 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ特殊L形  ○   ○   ○  ○ (鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ U形ふた掛け用) 

322 鉄筋ｺﾝｸﾘー ﾄ特殊L形及び縁塊  ○   ○   ○  ○ (場所打側溝ふた掛け用) 

323 鉄筋ｺﾝｸﾘー ﾄ特殊L形及び縁塊  ○   ○   ○  ○ (国土交通省型) 

324 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ 境 界 ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ  ○   ○   ○  ○  

325 歩車道境界特殊ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ  ○   ○   ○  ○  

326 セミフラット型街きょ  ○  ○    ○ ○   

327 集水ます ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ 類  ○  ○    ○  ○ (街きょ用､L 形用､U 形用） 

328 鋳鉄製格子形集水ます用ふた  ○  ○    ○  ○  

329 汚水ます(L形・円形)ﾌ゙ ﾛｯｸ類  ○  ○    ○  ○  

330 人 孔 側 塊  ○   ○   ○  ○  

331 人 孔 床 版 塊  ○  ○    ○  ○  

332 人 孔 ふ た  ○   ○   ○ ○   

333 人 孔 付 属 物  ○  ○    ○  ○  

334 植樹帯用ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ  ○  ○    ○  ○  

335 道路浸透ます(ｺﾝｸﾘｰﾄ枠)  ○  ○    ○  ○  

336 公園用ハンドホール  ○  ○    ○  ○  

337 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ境界標杭  ○  ○    ○  ○  

 

  



 １７

番号 品       名 

執 行

区 分 

検 査 方 法 提 出

書類の

区 分 摘     要 

品    質 数 量 

検
査
員 

監
督
員 

試 

験 

確 

認 

照 

合 

書 

類 

検 

量 

出
来
形 

承 

諾 

監 

督 
338 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ 積 み ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ  ○ ○     ○ ○   

339 空洞ｺﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ  ○   ○   ○ ○   

340 ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ矢板  ○   ○  ○  ○   

341 遠心力鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄぐい  ○   ○  ○  ○   

342 
ﾌﾟﾚﾃﾝｼｮﾝ方式遠心力高強

度ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄぐい 
 ○   ○  ○  ○  注 17 

343 道路橋用ﾌ゚ ﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘー ﾄ橋げた  ○   ○   ○ ○   

344 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ管(ｿｹｯﾄ)  ○   ○  ○   ○  

345 ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ街きょﾌﾞﾛｯｸ   ○  ○    ○ ○   

346 信号機用ハンドホール  ○  ○    ○ ○   

401 

石 油

ｱｽﾌｧ

ﾙﾄ 

ｽﾄﾚｰﾄ 20～40           注３ 

ｽﾄﾚｰﾄ 40～120           注３ 

402 ﾎﾟﾘﾏｰ改質ｱｽﾌｧﾙﾄⅠ型           注３ 

403 ﾎﾟﾘﾏｰ改質ｱｽﾌｧﾙﾄⅡ型           注３ 

404 ﾎﾟﾘﾏｰ改質ｱｽﾌｧﾙﾄⅢ型           注３ 

405 ﾎﾟﾘﾏｰ改質ｱｽﾌｧﾙﾄⅢ型-W           注３ 

406 ﾎﾟﾘﾏｰ改質ｱｽﾌｧﾙﾄⅢ型-WF           注３ 

407 ﾎﾟﾘﾏｰ改質ｱｽﾌｧﾙﾄ H 型           注３ 

408 ﾎﾟﾘﾏｰ改質ｱｽﾌｧﾙﾄ H 型-Ｌ           注３ 

409 ﾎﾟﾘﾏｰ改質ｱｽﾌｧﾙﾄ H 型-Ｍ           注３ 

410 熱硬化性ｴﾗｽﾄﾏｰ入りｱｽﾌｧﾙﾄ           注３ 

411 脱 色 バ イ ン ダ           注３ 

412 ﾄﾘﾆﾀﾞｯﾄﾞﾚｲｸｱｽﾌｧﾙﾄ           注３ 

413 硬 質 ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ           注３ 

414 石油 ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ乳剤    ○   ○   ○ ○   

415 改 質 ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 乳 剤  ○  ○    ○ ○   

416 ﾀｲﾔ付着抑制型ｱｽﾌｧﾙﾄ乳剤  ○  ○    ○ ○   

417 
ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 混 合 物 
(細粒度・密粒度、密粒度ｷﾞｬｯﾌﾟ・

開粒度 1 号、2号粗粒度・ﾎﾟｰﾗｽ) 
 ○    ○  ○ ○  注５ 

418 
再生加熱ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物 
(再生密粒度・再生粗粒度)  ○    ○  ○ ○  注５ 

419 ﾎﾟﾘﾏｰ改質再生ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物  ○    ○  ○ ○  注５ 

420 ｸ ﾞ ｰ ｽ ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ混合物  ○    ○  ○ ○  注５ 
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番号 品       名 

執 行

区 分 

検 査 方 法 提 出

書類の

区 分 摘     要 
品    質 数 量 

検
査
員 

監
督
員 

試 

験 

確 

認 

照 

合 

書 

類 

検 

量 

出
来
形 

承 

諾 

監 

督 
421 常温混合物  ○    ○  ○ ○  注５ 

422 重交通対応・全天候型常温混合物  ○    ○  ○ ○  注５ 

423 ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ処理混合物  ○    ○  ○ ○  注５ 

424 再生加熱ｱｽﾌｧﾙﾄ処理混合物  ○    ○  ○ ○  注５ 

425 半たわみ性ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物  ○    ○  ○ ○  注５ 

426 保水性ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物  ○    ○  ○ ○  注５ 

427 ﾎﾟｰﾗｽｴﾎﾟｷｼｱｽﾌｧﾙﾄ混合物  ○    ○  ○ ○  注５ 

428 接着剤(橋面舗装用）  ○  ○    ○ ○   

429

 

防 水 材 

(橋面舗装用) 

合成ゴム系溶剤型  ○  ○    ○ ○   

瀝青系加熱型  ○  ○    ○ ○   

ｼｰﾄ系  ○  ○    ○ ○   

貼付用ｱｽﾌｧﾙﾄ  ○  ○    ○ ○   

430 目地材（橋面舗装用）  ○  ○    ○ ○   

501 エッチングプライマー  ○   ○  ○  ○  注４ 

502 ジンクリッチプライマー  ○  ○   ○  ○  注４ 

503 ジンクリッチペイント  ○  ○   ○  ○  注４ 

504 一般用さび止めﾍﾟｲﾝﾄ  ○   ○  ○  ○  注４ 

505 鉛・クロムフリーさび止めﾍﾟｲﾝﾄ  ○   ○  ○  ○  注４ 

506 合成樹脂調合ペイント  ○   ○  ○  ○  注４ 

507 エポキシ樹脂塗料下塗り  ○  ○   ○  ○  注４ 

508 超厚膜形ｴﾎﾟｷｼ樹脂塗料  ○  ○   ○  ○  注４ 

509 変性ｴ ﾎ ﾟ ｷ ｼ樹脂塗料  ○  ○   ○  ○  注４ 

510 ふ っ 素 樹 脂 塗 料  ○  ○   ○  ○  注４ 

511 道 路 標 示 塗 料  ○  ○    ○ ○   

512 亜鉛めっき面用エポキシ樹脂塗料  ○  ○       注４ 

513 構造用さび止めペイント  ○   ○  ○  ○  注４ 

514 鋼構造物用耐候性塗料  ○   ○  ○  ○  注４ 
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番号 品       名 

執 行

区 分 

検 査 方 法 提 出

書類の

区 分 

 

 

摘     要 
品    質 数 量 

検
査
員 

監
督
員 

試 

験 

確 

認 

照 

合 

書 

類 

検 

量 

出
来
形 

承 

諾 

監 

督 

 

601 樹木・株物 
樹  木  ○  ○   ○   ○  

株  物  ○  ○    ○  ○  

602 芝  ○  ○    ○  ○  

603 地 被 植 物 ・ 草 花  ○  ○    ○  ○  

604 植 栽 保 護 材 料  ○  ○    ○  ○  

605 

土壌 及び

土壌 改良

材 

土  壌  ○  ○    ○  ○  

土壌改良材  ○  ○   ○   ○  

606 肥 料 ・ 農 薬  ○  ○   ○   ○  

701 目 地 板  ○  ○   ○   ○  

702 注 入 目 地 材  ○  ○   ○   ○  

703 ポ リ 塩 化 ビ ニ ル 止 水 板  ○   ○  ○  ○   

704 硬 質 塩化 ﾋ ﾞ ﾆ ﾙ 管  ○   ○  ○   ○  

705 ｴ ﾎ ﾟ ｷ ｼ 樹 脂 ﾓ ﾙ ﾀ ﾙ  ○  ○   ○  ○  注４ 

706 高 輝 度 反 射 材  ○  ○    ○ ○   

707 地 点 票  ○  ○    ○  ○  

708 付着防止剤  ○  ○   ○  ○   

709 ライナープレート  ○  ○    ○ ○   

710 ＥＰＳ（軽量盛土工法用発砲スチロール）   ○  ○   ○  ○   

711 硬質骨材（すべり止め舗装用）   ○  ○   ○  ○   

712 低騒音舗装用排水パイプ  ○  ○   ○  ○   

 造 園 材 料 （ 石 材 ）  ○  ○   ○ ○  ○ 注２ 

 造 園 材 料 （ 木 材 ）  ○  ○   ○ ○  ○ 注２ 

 組立人孔（規格品）  ○   ○   ○ ○  注８ 

 組立人孔（特殊品）  ○  ○    ○ ○   

 通信用塩化ﾋﾞﾆﾙ管（PV 管）  ○   ○  ○  ○   

 通信用塩化ﾋﾞﾆﾙ管ﾀﾞｸﾄｽﾘｰﾌﾞ  ○   ○  ○  ○   

 通信用塩化ﾋﾞﾆﾙ管用管枕  ○  ○   ○  ○   

 通信用塩化ﾋﾞﾆﾙ管用潤滑剤  ○  ○   ○  ○   

 電力用塩化ﾋﾞﾆﾙ管(SVP管)  ○   ○  ○  ○   
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番号 品       名 

執 行

区 分 

検 査 方 法 提 出

書類の

区 分 
摘     要 

品    質 数 量 

検
査
員 

監
督
員 

試 

験 

確 

認 

照 

合 

書 

類 

検 

量 

出
来
形 

承 

諾 

監 

督 
 電力用塩化ﾋﾞﾆﾙ管ﾀﾞｸﾄｽﾘｰﾌﾞ  ○   ○  ○  ○   

 電力用塩化ﾋﾞﾆﾙ管用管枕  ○  ○   ○  ○   

 電力用塩化ﾋﾞﾆﾙ管用接着剤  ○  ○   ○  ○   

 電線共同溝 U型ﾎﾞｯｸｽ(特殊部) ○ ○  ○   ○  ○  注９、注 18 

 電線共同溝鋳鉄製蓋 ○ ○  ○   ○  ○  注９、注 18 

 電線共同溝ふた用銘板  ○  ○   ○  ○  注９ 

 電線共同溝用埋設ｼｰﾄ  ○  ○   ○  ○  注９ 

 低騒音舗装用排水パイプ  ○  ○   ○  ○   

 アルミニウム高欄・柵  ○  ○    ○ ○   

 ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ街きょﾌﾞﾛｯｸ  ○  ○    ○ ○   

 
当区以外の管理者が使

用を定めている物品 
 ○  ○    ○ ○  注 16 

注１） 提出書類の区分の欄の「承諾」とは「承諾申請書」を、「監督」とは「監督員資料」の 

ことをいう。 

注２） 検査方法のうち、数量の欄の「検量」と「出来形」の両方に○印を付した材料は、原則

として、設置後の数量の確認が容易なものについては、出来形による検査とし、設置後の

数量の確認が困難なものについては、検量による検査とする。 

注３） 主に工場で素材として使用する材料は、材料検査は不要とし、執行区分、検査方法、提

出書類の区分の欄を空欄とした。 

    なお、事前審査制度の対象となっていない工場の素材として使用する場合や、素材以外

に材料として使用する場合は、工事等の主管課長の判断により検査方法等を決定する。 

注４） 材料番号 201～203、501～510、512～514 及び 705 の材料で、橋梁工事に使用するもの

で、「鋼けた製作に係わる社内検査要領」の対象となるものについては、品質検査の区分

は「書類による検査」とするが、検査方法は同要領に基づくものとする。 

注５） 材料番号 417～427 のアスファルト混合物のうち、「アスファルト混合物事前審査制度」

の対象となっているものについては「事前審査認定書（写）」を提出し、なっていないも

のについては、配合報告書を作成し「承諾申請書」を提出のうえ、「試験を行う検査」に

より品質を確認するとともに、試験研究機関の試験結果を提出するものとする。 

注６） 材料番号 301～306 の材料は、手練りコンクリートや地盤改良工等において、工事現場

で使用する限り、材料検査を行う。 
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注７） 材料検査の技術的基準は、「土木材料仕様書」及び「特記仕様書」等によるものとする。

なお、材料の技術的基準は試験を行う検査として定められた材料又は確認を検査に代えた

材料における検査の頻度・方法について、定めたものである。 

注８） 「（財）日本下水道協会」の認定適用資器材（Ⅱ類）並びに認定資器材を使用する場合

に適用する。検査に当たっては、当該製品に表示（刻印等）されている認定標章（マーク）

を確認する。 

注９） 材料の仕様は監督員の指示による。 

注 10)  本表の材料番号は「土木材料仕様書」の材料番号と同一のものである。 

注 11)  材料番号 108～113、117 及び 312 の材料で、「土木工事施工管理基準」の品質管理基準

の対象となる舗装材料として使用するものについては、品質検査の区分は「書類による検

査」とし、提出書類の区分は「監督員資料」とする。 

注 12)  土木工事については、「材料承諾申請書等提出要領」に基づき、承諾申請書又は監督員

資料の提出対象になっていないものについても、監督員の指示により、その他の資料を提

出する。 

注 13) 供給者別に試験成績表を提出する。 

注 14) 試験研究機関の試験結果を提出する。 

注 15) 配合報告書を提出する。 

注 16) 国都区市町村への接続が行われる道路工事等において、相手方の管理区分内に相手方が

求める仕様に基づいた構造物（街路灯、標識、防護柵等）を築造することがある。この場

合は、相手方の仕様を承諾書に添付する。 

注 17) JIS 等規格品以外は土木材料仕様書に従い試験が必要となる。 

注 18) 次の部材は本基準 第３（材料検査の執行区分）の２に基づき適正に対応すること。 

    ・電線共同溝部材（強度計算、現場加工を要する部材） 

    ・橋梁重要部材（支承、伸縮装置、落橋防止装置、変位制限装置） 
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材料検査の技術的基準（別表－４）に関する注意事項 
 
（注－１） 製造元が発行する品質証明書により、行うものとする。 
 
（注－２） 鉄筋コンクリート用棒鋼の引張試験に用いる試料の長さは、表１－２のとおりとす

る。 
 
 
 
 
 
 
（注－３） 確認にかえて試験を行う場合は、表１－３によるものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注－４） 土木材料仕様書に定められている品質規程の全部の項目について行うものとする。 
 
（注－５） 土木工事施工管理基準等によるものとする。 
  

別表１－２ 
鉄筋の種類 試料の長さ（㎝） 

鉄筋径≦32 ㎜ 50 ㎝以上 

鉄筋径＞32 ㎜ 70 ㎝以上 
 

別表１－３ 
 確認を試験にかえた場合に行う項目 試験採取量 
ボルト試験片 引張り ２個 

ボルト製品 引張り（引張荷重） 

硬 さ 

３個 

３個 

ナット製品 引張り（引張荷重） 

硬 さ 

２個 

３個 

座金製品 硬 さ ３個 

セット トルク係数値 

締付軸力 

３個 

５個 
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別表－２ 

 

 

 

 

品目別の執行区分及び検査方法 

 

 

（建築工事） 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 ２４

  



 ２５

別表２ 

区 分 品       名 

監督員検査 

摘     要 
検査の方法 

試 

験 

確認 
照 

合 成
績 

製作図 

及びｶﾀﾛｸﾞ 

土工事 割り石､砂利､再生砕石等 別表１による  

地業工事 PHC 杭 A 種､B 種､C 種    ○  

鉄筋工事 異形棒鋼    ○  

スパイラルフープ    ○  

溶接金網    ○  

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

工事 
生コンクリート ○    

ただし、「土木工事施工管

理基準」に基づく施工管理

対象工事は別表１による 

鉄骨工事 等辺山形鋼    ○  

不等辺山形鋼    ○  

溝形鋼    ○  

Ｉ・Ｈ形鋼    ○  

外法Ｈ形鋼    ○  

平鋼    ○  

縞鋼板    ○  

軽量形鋼    ○  

デッキ･キーストンプレート   ○   

アンカーボルト    ○  

高力ボルト    ○  

特殊高力ボルト   ○   

フラットデッキ   ○   
既製ｺﾝｸﾘ

ｰﾄ工事 
空洞コンクリート    ○  

れんが   ○   

れんがブロック   ○   
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区 分 品       名 

監督員検査 

摘     要 
検査の方法 

試 

験 

確認 
照 

合 成
績 

製作図 

及びｶﾀﾛｸﾞ 

防水工事 アスファルト防水材   ○   

合成高分子ルーフィング防水材   ○   

塗膜防水材   ○   

モルタル防水材   ○   

ポリエチレンフィルム   ○   

合成樹脂発砲体   ○   

れき青質板   ○   

アルミアングル   ○   

シーリング材   ○   

石工事 花こう岩   ○   

大理石   ○   

テラゾブロック   ○   

ﾀｲﾙ工事 タイル   ○   

木工事 木材（構造材､端柄材､造作材､板材､合板）   ○   

釘金物類   ○   

接着剤   ○   

防腐材   ○   

金属工事 竪樋（白ガス管）    ○  

〃 （塩ビ管）    ○  

インサート   ○   

コーナービード   ○   

床目地棒   ○   

ルーフドレイン   ○   

マンホールふた   ○   
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区 分 品       名 

監督員検査 

摘     要 
検査の方法 

試 

験 

確認 
照 

合 成
績 

製作図 

及びｶﾀﾛｸﾞ 

金属工事 階段ノンスリップ   ○   

軽量鉄骨   ○   

天井点検口   ○   

床点検口   ○   

左官工事 石こうプラスター   ○   

外装塗材（厚、薄）   ○   

内装塗材（厚、薄）   ○   

複層仕上塗材   ○   

下地調整材   ○   

床セルフレベリング材   ○   

建具工事 木製建具   ○   

建物金具   ○   

襖   ○   

天袋・地袋   ○   

障子   ○   

金属建具   ○   

シャッター   ○   

ｶﾞﾗｽ工事 ガラス   ○   

ガラス副資材(ｶﾞｽｹｯﾄ､油性ﾊﾟﾃ､ｼｰﾘﾝｸﾞ)   ○   

塗装工事 合成樹脂調合ペイント（ＳＯＰ)    ○  

フタル酸樹脂エナメル（ＦＥ)    ○  

合成樹脂エマルション（ＥＰ)    ○  

塩化ビニルエナメル  （ＶＰ)    ○  

アクリル樹脂エナメル（ＡＥ)    ○  

 
  



 ２８

区 分 品       名 

監督員検査 

摘     要 
検査の方法 

試 

験 

確認 
照 

合 成
績 

製作図 

及びｶﾀﾛｸﾞ 

塗装工事 クリアラッカー  （ＣＬ）    ○  

油性ステン    （ＯＳ)    ○  

内外装工

事 

畳   ○   

ビニル系床シート   ○   

ビニル床タイル   ○   

ソフト幅木   ○   

石膏ボード   ○   

ケイ酸カルシュウム板   ○   

セメント板   ○   

ロックウール化粧吸音板   ○   

ポリスチレンフォーム板   ○   

クロス   ○   

ロックウール（半乾式）(湿式）   ○   

屋根折板   ○   

塗り床材(ｾﾒﾝﾄ系、ｳﾚﾀﾝ系、ｴﾎﾟｷｼ系)   ○   

グラスウール   ○   

パーティクルボード   ○   

合板（特殊）   ○   

フローリング   ○   

じゅうたん   ○   

仕上ユニ

ット工事 

黒板   ○   

チョークボックス   ○   

ピクチャーレール   ○   

掲示板   ○   

  



 ２９

区 分 品       名 

監督員検査 

摘     要 
検査の方法 

試 

験 

確認 
照 

合 成
績 

製作図 

及びｶﾀﾛｸﾞ 

仕上ユニ

ット工事 

室名板   ○   

流し台   ○   

コンロ   ○   

吊り戸棚   ○   

外構整備

工事 

アスファルト舗装 別表１による  

インターロッキングブロック   ○   

メトロレンガ   ○   

鉄筋コンクリートＵ形溝    ○  

コンクリートＵ形溝ふた    ○  

Ｕ形溝グレーチングふた   ○   

鉄筋コンクリート特殊Ｌ形溝ふた    ○  

鉄筋コンクリートＬ形溝    ○  

地先境界ブロック    ○  

歩車道境界ブロック    ○  

ネットフェンス   ○   

排水ヒューム管    ○  

円形人孔（組立て）    ○  

車止め   ○   

学校体育

施設工事 

浸透集水管 
(ｺﾝｸﾘｰﾄ系 FP､ﾎﾟﾘ系ﾄﾞﾚｲﾝﾊﾟｲﾌﾟ)   ○   

グランド・テニスコート舗装材   ○   

支柱用埋筒   ○   

テニスコートライン   ○   

コートポイント   ○   

礎石、角石   ○   

 
  



 ３０

区 分 品       名 

監督員検査 

摘     要 
検査の方法 

試 

験 

確認 
照 

合 成
績 

製作図 

及びｶﾀﾛｸﾞ 

学校体育

施設工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体育館床   ○   

器具用床埋込金物   ○   

コートライン   ○   

防球ネット   ○   

肋木   ○   

クライミングローブ   ○   

ダンスバー   ○   

柔道畳   ○   

植栽工事 樹木・芝・植栽材等 別表１による  
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 ３３

別表―３－１   材料検査の品目別執行区分及び検査方法  (電気設備工事) 

区 分 品       名 

検査員検査 監督員検査 

摘     要 
検査の方法 検査の方法 

試 験 
確認 

照 
合 成

績 

製作図 

及びｶﾀﾛｸﾞ 

1 電線類 電線（規格品）    ○ 注参照 

電線（規格品外）   ○   

ケーブル（規格品）    ○ 注参照 

ケーブル（規格品外）   ○   

端末処理材（高圧用）   ○   

2 電線管

類及び

ﾎﾞｯｸｽ

類 

電線管類及び付属品（規格品）    ○ 注参照 

電線管類及び付属品(規格品外)   ○   

ＰＦ管､ＣＤ管､ＶＥ管及び付属品   ○   

波付ポリエチレン管及び付属品   ○   

プルボックス   ○   

ケーブルラック及び付属品   ○   

バスダクト   ○   

金属ダクト   ○   

フロアダクト及び付属品   ○   

ライティングダクト   ○   

金属製線ぴ   ○  レースウェイ等 

合成樹脂線ぴ（規格品）    ○ モール、注参照 

3 配線器 

 具及び

電気器

具 

光電式自動点滅器    ○ 注参照 

タイマー等   ○   

電極棒類､フロートスイッチ等   ○   

リレー・マグネットスイッチ等   ○   

配線器具（規格品）    ○ 
埋込、露出ｽｲｯﾁ、

ｺﾝｾﾝﾄ等、注参照 

換気扇（住宅用）   ○   

注）規格は添付別表または工事標準仕様書引用規格等を参照 
  



 ３４

区 分 品       名 

検査員検査 監督員検査 

摘     要 
検査の方法 検査の方法 

試 験 
確認 

照 

合 成
績 

製作図 

及びｶﾀﾛｸﾞ 
3 配線器 

 具及び

電気器

具 

換気扇（住宅用以外）  ○    

有圧換気扇  ○    

4 がいし 

 類及び

ｺﾝｸﾘｰﾄ

製品 

がいし類（規格品）    ○ 注参照 

支持金物類   ○   

電柱(ｺﾝｸﾘｰﾄ柱)及び根かせ類   ○   

電柱（鋼管柱）   ○   

装柱材   ○   

ハンドホール類   ○  
既製ﾊﾝﾄﾞﾎｰﾙ 
鋳鉄蓋､地中箱 

標識及び地中電線路表示ｼｰﾄ   ○  
接地標､ｹｰﾌﾞﾙ埋

設標､埋設用ｼｰﾄ 
5 電力機  

 器 

高圧受配電盤（ｷｭｰﾋﾞｸﾙを含む） ○     

計器類   ○   

計器用変流器・変圧器   ○   

継電器類 
（電子式又は静止式を含む）  ○   ＧＲ､ＯＣＲ等 

断路器   ○   

高圧カットアウト   ○   

高圧開閉器及び接触機  ○    

高圧しゃ断器  ○    

電力ヒューズ    ○ 注参照 

変圧器   ○   

 〃 （特高、特注） ○     

高圧コンデンサ､リアクトル   ○   

変電室用金物類   ○  
保護金網､縞鋼

板､ﾌﾚｰﾑﾊﾟｲﾌﾟ等 
注）規格は添付別表または工事標準仕様書引用規格等を参照  



 ３５

区 分 品       名 

検査員検査 監督員検査 

摘     要 
検査の方法 検査の方法 

試 験 
確認 

照 

合 成
績 

製作図 

及びｶﾀﾛｸﾞ 

5 電力機     

 器 

母線材   ○   

接地材   ○   

変電室付属品   ○  耐電板､ｺﾞﾑ手袋等 

ＵＧＳ、ＧＲ付きＰＡＳ  ○    

避雷器   ○   

電動機（低圧）   ○   

電動機（高圧） ○     

6 避雷針

設備 
突針、支持管、導線、接続器等   ○   

7 通信用

機器 
拡声機器及び付属機器(汎用品)   ○  

ｽﾋﾟｰｶｰ､ﾏｲｸﾛﾌｫﾝ､ｱ

ﾝﾌﾟ､ﾁｬｲﾑ､ﾃｰﾌﾟﾚｺｰ

ﾀﾞｰ、ﾌﾟﾚｰﾔｰ､ﾗｯｸ等 

電話設備（主装置共）   ○  ｲﾝﾀｰﾎﾝ含む 

テレビ共同受信設備材   ○  
ｱﾝﾃﾅ､ﾌﾞｰｽﾀｰ､ 
分配器等 

ＩＴＶ装置   ○   

電気時計   ○  
水晶式親時計、 
太陽電池時計等 

8 火災報

知機器 

火災報知器、非常通報装置(受信器)   ○  総合盤 

感知器類（発信器）    ○ 規格は消防認定品 

空気管    ○    〃 

ベ ル    ○    〃 

標示灯    ○    〃 

標識板    ○    〃 

消火ポンプ起動リレー    ○    〃 

試験器    ○    〃 

非常通報装置（受信器）   ○  
押しボタン、 
ランプ、電話等 

 
  



 ３６

区 分 品       名 

検査員検査 監督員検査 

摘     要 
検査の方法 検査の方法 

試 験 
確認 

照 

合 成
績 

製作図 

及びｶﾀﾛｸﾞ 

8 火災報

知機器 

中継器    ○ 規格は消防認定品 

自動閉鎖装置   ○   

9 照明器 

 具 

照明器具   ○   

照明器具（特注品） ○     

LED 照明器具  ○    

LED 照明器具（特注品） ○     

灯 柱   ○   

灯 柱（特注品） ○     

安定器類   ○   

ランプ類    ○ 注参照 
10 盤 類

及び開

閉器類 

盤類  ○    

盤類（特注品） ○     

戸別開閉器   ○  パネル形分電盤 

配線用しゃ断器    ○ MCB､ELB 盤 

ﾓｰﾀｰﾌﾞﾚｰｶｰ 配電凾（規格品）   ○  鉄箱開閉器 

引込開閉器   ○  引込箱 

電磁開閉器    ○ 注参照 

安全開閉器    ○  〃 

ヒューズ類    ○  〃 

11 発電 

装置

(ﾊ゚ ｯｹー ｼ゙ 型) 

パッケージ型発電装置  ○   
ﾊﾟｯｹｰｼﾞ型発電機

とは防音ｼﾞｬｹｯﾄに

入った一式のもの 
12 発電 

装置

(ﾊ゚ ｯｹー ｼ゙ 型  

以外) 

原動機類(含ガスタービン） ○     

発電機 ○     

配電盤 ○     

補機附属装置 ○     

注）規格は添付別表または工事標準仕様書引用規格等を参照 
  



 ３７

区 分 品       名 

検査員検査 監督員検査 

摘     要 
検査の方法 検査の方法 

試 験 
確認 

照 

合 成
績 

製作図 

及びｶﾀﾛｸﾞ 

13 直流

電源装

置及び

無停電

電源装

置 

整流装置 ○     

蓄電池  ○    

ＵＰＳ（規格品）  ○    

ＵＰＳ（特注品） ○     

ＣＶＣＦ（規格品）  ○    

ＣＶＣＦ（特注品） ○     

14 特殊

設備 
     

検査員の指示に

よる 
15 特注

製品 
     

検査員の指示に

よる 
 
備考 

１ 東京都電気設備工事標準仕様書にて表記されている試験項目を参考に記す 
   電力設備工事     機材の試験  ２．１．１７ 
   受変電設備工事    機材の試験  ３．１．１１ 

   静止形電源設備工事  機材の試験  ４．２． ３ 
   発電設備工事     機材の試験  ５．１． ８ 
   弱電設備工事     機材の試験  ６．１．２２ 
   中央監視制御設備工事 機材の試験  ７．１． ５ 
  

２ 国都区市町村が管理する管理区分内に、当該管理者が仕様を定める構造物を築造する場合

の検査区分は、監督員検査とする。 



 ３８

別表―３－２   材料検査の品目別執行区分及び検査方法  (機械設備工事) 

区 分 品       名 

検査員検査 監督員検査 

摘     要 
検査の方法 検査の方法 

試 験 
確認 

照 
合 成

績 

製作図 

及びｶﾀﾛｸﾞ 

1 共通材 

 料 

管及び継手類（規格品）    ○ 給排水用、注参照 

管及び継手類（規格品外）   ○   〃 

弁類（規格品）    ○ 注参照 

弁類（手動、規格品外）   ○   

弁類（自動、規格品外）  ○    

伸縮継手   ○   

防振継手   ○   

可とう継手   ○   

配管用支持金物   ○   

保温、保冷、防露材料   ○   

バルブボックス(含量水器ﾎﾞｯｸｽ)   ○   

ポンプ類  ○    

ポンプ類（特注品） ○     

ストレーナ（規格品）    ○ 注参照 

ストレーナ（規格品外）   ○   

Ｖベルト    ○ 注参照 

ベアリング    ○  〃 

塗料    ○  〃 

圧力タンク  ○   
ﾎﾞｲﾗ及び圧力容器

安全規則による 
2 給水設  

 備 

水槽類（鋼板製） ○     

水槽類（鋼板製組立式）   ○   

水槽類（樹脂製）   ○   

水槽類（木製） ○     

注）規格は添付別表または工事標準仕様書引用規格等を参照 
  



 ３９

区 分 品       名 

検査員検査 監督員検査 

摘     要 
検査の方法 検査の方法 

試 験 
確認 

照 

合 成
績 

製作図 

及びｶﾀﾛｸﾞ 

2 給水設 

 備 

水栓類    ○ 注参照 

ボールタップ、定水位弁   ○   

水栓柱   ○   

流量計   ○   

量水器    ○ 注参照 

3 消火設

備 
消火ポンプユニット   ○  

工事標準仕様書

該当適合品 

消火機器   ○   〃 

消火器    ○ 注参照 

4 給湯設

備 

給湯ボイラ  ○    

バーナ   ○   

湯沸器類   ○   

給湯暖房機   ○   

排気筒   ○   

貯湯槽   ○   

5 排水通

気設備 

排水金物（含むﾄﾗｯﾌﾟ、掃除口）   ○   

通気ガラリ   ○   

ベンドキャップ   ○   

排水ます   ○   

鋳鉄製マンホールふた   ○   

鋳鉄製格子ふた   ○   

コンクリート製ふた   ○   

鋼鉄製ふた   ○   

注）規格は添付別表または工事標準仕様書引用規格等を参照 
  



 ４０

区 分 品       名 

検査員検査 監督員検査 

摘     要 
検査の方法 検査の方法 

試 験 
確認 

照 

合 成
績 

製作図 

及びｶﾀﾛｸﾞ 

6 衛生器

具設備 

衛生器具類    ○ 注参照 

衛生器具類(規格品以外）   ○   

付属金物類   ○   

紙巻器   ○   

鏡   ○   

化粧棚   ○   

水飲器   ○   

水石鹸入   ○   

7 ガス設

備 

ガスカラン   ○  プロパン用 

コック類   ○   〃 

燃焼器具類   ○   

8 浄化槽

設備 

槽本体   ○  ＦＲＰ槽等 

機器類及び付属材料   ○   〃 

9 さく井

設備 

ストレーナ加工側管   ○   

側管   ○   

10 ﾎﾞｲﾗ

設備 

オイルストレージタンク ○     

熱交換器 ○     

各種ボイラ  ○   
ﾎﾞｲﾗ及び圧力容器

安全規則による 

バーナ類   ○   

軟水装置   ○   

槽類   ○   

各ヘッダ  ○    

オイルサービスタンク   ○   

煙突   ○   

注）規格は添付別表または工事標準仕様書引用規格等を参照 
  



 ４１

区 分 品       名 

検査員検査 監督員検査 

摘     要 
検査の方法 検査の方法 

試 験 
確認 

照 

合 成
績 

製作図 

及びｶﾀﾛｸﾞ 

10 ﾎﾞｲﾗ

設備 

煙道   ○   

レンガ類    ○ 注参照 

モルタル類    ○  〃 

トラップ類    ○  〃 

熱管理計器   ○   

耐熱塗料   ○   

濾格子   ○   

軟水器   ○   

11 冷凍

機設

備 

冷凍機(60 冷凍トン未満）  ○    

冷凍機(60 冷凍トン以上） ○     

凝縮機   ○   

蒸発器   ○   

レシーバータンク   ○   

オイルセパレータ   ○   

冷凍機付属品   ○   

冷媒弁    ○ 注参照 

12 空気

調和

設備 

冷暖房機   ○   

送風機(♯6､φ900 以上） ○    ♯=翼直径／150 

送風機(♯6､φ900 未満）  ○     〃 

空気調和機  ○ ○   

空気濾過器   ○   

伸縮継手   ○   

ダンパ類   ○   

吹出口及び吸込口類   ○   

注）規格は添付別表または工事標準仕様書引用規格等を参照 
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区 分 品       名 

検査員検査 監督員検査 

摘     要 
検査の方法 検査の方法 

試 験 
確認 

照 

合 成
績 

製作図 

及びｶﾀﾛｸﾞ 

12 空気

調和

設備 

消音装置   ○   

天蓋   ○   

ダクト用補助材料及び支持金物   ○   

風道   ○   

空気調和制御機器   ○   

冷却塔   ○   

放熱器   ○  
ﾌｧﾝｺｲﾙﾕﾆｯﾄ, 
ﾌｧﾝｺﾝﾍﾞｸﾀ等 

冷温水発生器(100 冷凍ﾄﾝ未満）  ○    

冷温水発生器(100 冷凍ﾄﾝ以上） ○     

13 その

他設備 

昇降機（規格品）  ○   BL 認定品等 

昇降機（規格品以外） ○     

ダムエータ   ○   

14 機械

駐車

装置 

機械駐車装置  ○    

15 水処

理装

置 

循環浄化装置（ろ過機） ○     

  〃  (ユニット型）  ○    

ろ材   ○   

熱交換器  ○    

海水仕様ポンプ(φ80 未満）  ○    

海水仕様ポンプ(φ80 以上） ○     

16 特殊

設備 

 
    

検査員の指示に

よる 
17 特注 

製品 
     

検査員の指示に

よる 
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別表―３－３   材料検査の品目別執行区分及び検査方法  (水門、排水ポンプ設備工事) 

区 分 品       名 

検査員検査 監督員検査 

摘     要 
検査の方法 検査の方法 

試 験 
確認 

照 
合 成

績 

製作図 

及びｶﾀﾛｸﾞ 

1 単体製 

 品 

水門門扉 ○     

天井走行クレーン ○     

ワイヤーロープ  ○    

水密ゴム  ○    

開度計  ○    

制動機  ○   
電磁ﾌﾞﾚｰｷ､油圧

押上げﾌﾞﾚｰｷ等 

油圧機器  ○   
油圧ﾎﾟﾝﾌﾟ､油圧

ｼﾘﾝﾀﾞｰ等含む 

集中給油装置   ○  付属品を含む 

ディーゼル機関 ○    主ポンプ用 

流体継手 ○     〃 

遠心クラッチ   ○   

減速機類 ○    主ポンプ用 

空気圧縮機  ○    

空気槽  ○    

歯車ポンプ  ○    

貯油槽  ○    

オイルサービスタンク   ○   

排水機揚水ポンプ ○     

吐出管類 ○    主ポンプ用 

弁類 ○     〃 

真空ポンプ  ○   付属品を含む 

除塵機 ○     
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区 分 品       名 

検査員検査 監督員検査 

摘     要 
検査の方法 検査の方法 

試 験 
確認 

照 

合 成
績 

製作図 

及びｶﾀﾛｸﾞ 

2 部品類 機関等機器部品   ○  純正部品 

シリンダーライナ等重要部品  ○    

潤滑油及び作動油    ○ 注参照 

計器類   ○   

鋼材品   ○  
ｶﾊﾞｰ､架台､階段

等 

ボルト類   ○  
JIS 規格品は照

合 
3 特殊設

備 
     

検査員の指示に

よる 
4 特殊製 

 品 
     

検査員の指示に

よる 
注）規格は添付別表または工事標準仕様書引用規格等を参照 
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別表－４ 

 

 

 

 

材料検査の技術的基準 

 

 

（土木工事） 

 

 

 

 

※東京都建設局材料検査実施基準を準用する。 
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材料検査の手続き 
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第２章 手続き 

１．材料検査の手続き 

 

  材料検査の手続きは、原則として下図に示すフローによるものとする。 

 

 

 

 

 

 

        各材料の承諾・検査 

 

            ＹＥＳ             ＮＯ 

その材料は検査員検査か？ 

 

 

 

 

 

                 

 

            ＹＥＳ             ＮＯ 

試験を行う検査か？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            ＹＥＳ             ＮＯ 

その材料は検査員検査か？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 事 契 約 

材料搬入予定の確認 

承諾申請書の提出 材料搬入予定調書を提出 

材料検査請求書を提出 
承諾申請書の提出 

試験を行う検査 

・試験の実施 

・試験結果の確認 

確認による検査 

照合による検査 

書類による検査 

材料検査請求書の返却 材料搬入実績調書の提出 

工 事 完 了 

  施工計画書で、当該工事に 

・・・使用する材料の種類、数量、 

  搬入時期等を明示 

・監督員検査の材料について 

 全対象品目の検査が完了し 

 た段階で提出する。 

※ 
※ 各材料について必要に応 

じて、承諾申請書、監督員 
資料等を提出する。 
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２．記録の取扱い 

 

  材料検査等の書類の流れについては、原則として次のように行う。 

 

 （１） 検査員が行う材料検査 

 

     （受注者）              （工事主管課）       （検査員） 

                  (２部)            (２部)  

                (１部) 

 

                                  (２部) 

 

 

 

         （注１）材料検査に必要な品質管理上の成績表、規格証明書、材料の試験成績等を 

             添付する。 

         （注２）材料検査請求書は２部提出し、工事主管課で１部保管し、もう１部は検査終了後に受

注者に返却する。 

 

 （２） 監督員が行う材料検査 

  ① 「材料搬入予定調書」の提出 

 

      （受注者）             （工事主管課） 

            予     (１部) 

 

 

 

 

                                        

  ② 「材料搬入実績調書」の提出 

 

      （受注者）             （工事主管課） 

                  (１部) 

 

 

 

 

  

 

 

（注１） 

材料検査内訳書 

材料検査 

  請求書 

１部保管 

経 由 
材料検査の実施 

（合否を記入） 

１部保管                        

材料搬入予定 

   内訳調書 

材料搬入予定 

     調書 
１部保管 

 

材料搬入実績 

   内訳調書 

材料搬入実績 

     調書 
１部保管 
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 （３） 承諾申請書及び監督員資料の提出 

 

  ① 承諾申請書の提出 

 

 （受注者）           （工事主管課）  

                (２部)             (２部)           

                (１部) 

           

                                (２部) 

 

 

         （注１）材料検査に必要な品質管理上の成績表、規格証明書、材料の試験成績等を 

             添付する。 

         （注２）承諾申請書は２部提出し、工事主管課で１部保管し、もう１部は承諾後に受注者に返

却する。 

 

  ② 監督員資料の提出 

 

     （受注者）            （工事主管課） 

                (１部) 

 

 

 

 

 

         （注１）材料検査に必要な品質管理上の成績表、規格証明書、材料の試験成績等を 

             添付する。 

 
  

経 由 承 諾 

１部保管 

 

（注 1） 

（ ）承諾 

   申請書 

１部保管 

１部保管 

（注１） 

監督員資料 

   提出届 
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 ５３

提 出 様 式 一 覧 表 

様  式  名 別記様式番号 頁 

材 料 検 査 請 求 書 工第 ３ 号 Ⅱ－23 

材 料 検 査 内 訳 書 工第 114 号 Ⅱ－24 

材 料 搬 入 予 定 調 書 工第 116 号 Ⅱ－25 

材 料 搬 入 予 定 内 訳 調 書 工第 117 号 Ⅱ－26 

材 料 搬 入 実 績 調 書 工第 136 号 Ⅱ－27 

材 料 搬 入 実 績 内 訳 調 書 工第 137 号 Ⅱ－28 

承  諾  申  請  書 工第 110 号 Ⅱ－14 

監 督 員 資 料 提 出 届 工第 138 号 Ⅱ－20 

  注 書面の様式は「受注者等提出処理基準・同実施細目」によるものとする。 
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 ５５

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参 考 資 料 
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 ５７

 

 

 

 

 

参考－１ 

 

 

 

 

材料検査に関する規程 
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材料検査に関する規程 

[Ⅰ]  地方自治法 

    第 234 条の２ （契約の履行の確保） 

 普通地方公共団体が工事若しくは製造その他についての請負契約又は物件

の買入れその他の契約を締結した場合においては、当該普通地方公共団体の

職員は、政令の定めるところにより、契約の適正な履行を確保するため又は

その受ける給付の完了の確認（給付の完了前に代価の一部を支払う必要があ

る場合において行なう工事若しくは製造の既済部分又は物件の既納部分の確

認を含む。）をするため必要な監督又は検査をしなければならない。 

 

[Ⅱ]  地方自治法施行令 

    第 167 条の 15 （監督又は検査の方法） 

２ 地方自治法第二百三十四条の二第一項の規定による検査は、契約書、仕

様書及び設計書その他の関係書類（当該関係書類に記載すべき事項を記録し

た電磁的記録を含む）に基づいて行われらければならない。 

 

[Ⅲ]  大田区契約事務規則 

    第 60 条 （監督員及び検査員） 

３ 監督員又は検査員は、特別の必要がある場合を除き、相互にこれを兼ね 

 ることができない。 

 

    第 62 条の２ （監督員の職務の特例） 

 契約担当者等は、第 64 条第２項の規定にかかわらず、特に必要があると認

めるときは、請負契約について契約の相手方がその給付を行うために使用す

る材料の検査を監督員に行わせることができる。 

 

    第 64 条 （検査員の職務） 

２ 検査員は、契約の相手方が、その給付を行うために使用する材料につい

て契約書、仕様書及び設計書その他の関係書類（当該関係書類に記載すべ

き事項を記録した電磁的記録を含む。）に基づき、その内容及び数量につ

いて検査を行わなければならない。 

３ 前２項の場合において必要があると認めるときは、破壊し、若しくは分 

解し、又は試験して検査を行うことができる。 

 

[Ⅳ]  大田区検査事務規程 

    第３条 （検査の種類） 

(５） 材料検査  契約の相手方がその給付を行うために使用する材料の確認 

  をするための検査 
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    第 22 条 （材料検査） 

 検査員は、工事又は製造に使用する材料について、契約書、仕様書及び

設計書その他の関係書類（当該関係書類に記載すべき事項を記録した電磁

的記録を含む。）により、これらに適合した材料であるかどうかを検査し

なければならない。 

２ 検査員は、材料検査を完了した場合において、契約書、仕様書及び、

その他の関係書類（当該関係書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録

を含む。）に適合しない材料があるときは、契約の相手方に必要な指示を

行うものとする。 

 

    第 23 条 （工事に係る材料検査の実施基準） 

 検査員は、前条第１項の材料検査のうち工事に係わる材料検査については、

別に工事主管部長が定める材料検査の実施基準に基づき、試験、確認その他

の方法により行うものとする。 

 

[Ⅴ]  工事請負契約書（契約約款） 

    第 13 条 （工事材料の品質及び検査等） 

  工事材料の品質については、設計図書に定めるところによる。設計図書

にその品質が明示されていない場合は、中等の品質を有するものとする。 

２ 受注者は、設計図書において発注者又は監督員の検査を受けて使用する

ものと指定された工事材料については、当該検査に合格したものを使用し

なければならない。この場合において、当該検査に直接要する費用は、受

注者の負担とする。 

３ 発注者又は監督員は、受注者から前項の検査を求められたときは、遅滞

なくこれに応じなければならない。 

４ 受注者は、工事現場内に搬入した工事材料を監督員の承諾を受けないで

工事現場外に搬出してはならない。 

５ 前項の規定にかかわらず、受注者は、第２項の検査の結果不合格と決定

された工事材料については、遅滞なく工事現場外に搬出しけなければならな

い。 

 

[Ⅵ]  標準仕様書 

  １  「東京都土木工事標準仕様書」 

    ２．１．３ 工事材料の検査 

  ２  「東京都建築工事標準仕様書」 

    １．４．４ 材料の検査等 

  ３  「東京都電気設備工事標準仕様書」 

    １．４．４ 機材の検査等 

  ４  「東京都機械設備工事標準仕様書」 

    １．１．４．５ 機材の検査等
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材料検査実施基準の位置づけ 

    

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方自治法第 234 条の２（契約の履行の確保） 

地方自治法施行令第 167 条の 15 

（監督又は検査の方法） 

大田区契約事務規則 

第 64 条規程 

大田区検査事務規程 

第 23 条規程 

検 査 の 技 術 的 基 準 

大田区材料検査実施基準 

技 

術 

的 

基 

準 

地方公共団体の職員は政令の定める

ところにより、契約の適正な履行を確

保するため又はその受ける給付の完

了の確認をするため必要な監督又は

検査をしなければならない。 

検査は、契約書、仕様書及び設計書そ

の他の関係書類に基づいて行わなけ

ればならない。 

検査員は契約の相手方がその給付を

行うために使用する材料について契

約書、仕様書及び設計書その他の関係

文書に基づき、その内容及び数量につ

いて検査を行わなければならない。 

(検査の種類) 
・完了検査   支払いを伴う検査 
・既済部分検査 
・清算検査 
・中間検査   支払いを伴わない検査 
・材料検査 

(材料検査の方法) 
・品質検査  ・試験を行う検査 
       ・確認による検査 
       ・照合による検査 
       ・書類による検査 
・数量検査  ・検量による検査 
       ・出来形による検査 

理化学試験項目、採取基準等について

詳細に定めたもの 

・特記仕様書 
・土木材料仕様書 
・東京都土木工事標準仕様書、東京都建築工事標準仕様書、 
 東京都電気設備工事標準仕様書、東京都機械設備工事標準仕様書等に 
 記載するＪＩＳ，ＪＡＳその他各種の規格類 
・土木工事施工管理基準 
・鋼けた製作に係わる社内検査実施要領 
・アスファルト混合物事前審査制度実施要領 
・その他 
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参考－２ 

 

 

 

 

承諾申請書等提出要領 
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材料承諾申請書等提出要領 
 

制定 平成 14 年４月１日   土計発第４２４号 

改定 平成 25 年４月１日 25 都建発第 11580 号 

 

１．材料承諾申請書の提出 

 （1) 「材料検査実施基準」の別表－１において、「提出書類の区分」欄のうち「承諾」の欄に

○を付した材料は、承諾申請書を提出する。 

 （2) 「材料検査実施基準」の別表－２～３において、「検査の方法」欄のうち「照合」以外の

の欄に○を付した材料は、承諾申請書を提出する。 

 （3) 「材料検査実施基準」第３条第２項の規程に基づき、同基準の別表－１～３に定めのない

材料については、検査員と監督員が協議して定めることとしているが、その協議の結果検査

を行うこととなった検査員又は監督員が必要と認める場合は、承諾申請書を提出する。 

 （4) 「土木工事施工管理基準」の品質管理基準に承諾申請書を提出することが定められている

材料については、承諾申請書を提出する。 

 （5) 承諾申請書の様式は「受注者等提出書類処理基準」別記様式工第 110 号（承諾申請書）に

よる。 

 

２．監督員資料の提出 

 （1) 「材料検査実施基準」の別表－１において、「提出書類の区分」欄のうち「監督」の欄に

○を付した材料は、監督員資料を提出する。 

 （2） ｢材料検査実施基準」第３条第２項の規程に基づき、同基準の別表－１～３に定めのない

材料については、検査員と監督員が協議して定めることとしているが、その協議の結果検査

を行うこととなった検査員又は監督員が必要と認める場合は、監督員資料を提出する。 

    なお、監督員資料は土木工事のみ提出する。 

 （3） 監督員資料の様式は「受注者等提出書類処理基準」別記様式工第 138 号（監督員資料提

出届）による。 

 

３．その他の資料の提出 

 （1) 土木工事においては、「材料検査実施基準」の別表－１に記載された材料で、承諾申請書

又は監督員資料の提出対象になっていないものについても、同基準第７条第１項の規程に基

づき、材料検査に必要な資料を提出する。 

    なお、この場合においても、使用材料が大量な場合や施工管理状況等により監督員が必要

と認める場合は、適宜、承諾申請書、監督員資料の提出を求めるものとし、以下の例のよう

な場合に適用する。 

    ① 通常使用される材料の量に比べて、大幅に多量の材料が使用される場合 

    ② 受注業者の施工管理体制等により、事前に使用材料の確認が必要な場合 
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    ③ 材料（石材）等の産地の指定があり、事前に材料の産地の確認が必要な場合 

 （2） ｢土木工事施工管理基準」の品質管理基準において、各種資料の提出が定められている材

料については、同基準に定める様式に基づき必要な資料を提出する。 

 

４．承諾申請書等の提出の参考とする資料 

  「材料検査実施基準」及び「土木工事施工管理基準」に定めのない材料について、承諾申請書

又は監督員資料の提出の有無についての判断資料とするため、下記項目について事前に施工計

画書に明示するなど、検査員又は監督員に報告することを求める。 

 （1） メーカー名又は使用工場名（ＪＩＳ認定工場の写しの添付） 

 （2） ＪＩＳ規格の二次製品（ＪＩＳ許可書の写しの添付） 

 （3） その他必要な資料 

 

５．承諾申請書の添付書類 

承諾に必要な構造図、構造計算書、試験成績表等の書類を添付する。 
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    材料承諾申請書等提出分類図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発注工事使用材料 

「材料検査実施基準」及び「土木

工事施工管理基準」に定めのある

もの 

「材料検査実施基準」及び「土木

工事施工管理基準」に定めのない

もの 

承諾申請書の

提出対象 
監督員資料の

提出対象 
その他の資料

の提出対象 
特記仕様書に定め

のあるもの 
特記仕様書に定め

のないもの 

①土木工事の

みに適用す

る。 
①材料検査実

施基準の別表

－１で｢承諾｣

若しくは「監

督」の欄が空

欄のもの。 
③土木工事施

工管理基準の

品質管理基準

で各種の書

類、資料提出

対象のもの。 
④材料検査実

施基準の別表

－１の検査省

略対象は除

く。 

①材料検査実

施基準の別表

－１で｢承諾｣

に○を付した

もの。 
 
②材料検査実

施基準の別表

－２～３で

｢照合｣以外の

対象品目。 
③土木工事施

工管理基準の

品質管理基準

で承諾申請書

の提出対象の

もの。 

①土木工事の

みに適用す

る。 
②材料検査実

施基準の別表

－１で｢監督｣

に○を付した

もの。 

提出を指定さ

れた承諾申請

書、監督員資料

等を提出する。 

検査員と監督

員が協議のう

え定める。 

協議結果に基づき、

検査員又は監督員い

ずれかの指示により

承諾申請書、監督員

資料、その他の資料

等を提出する。 



 ６８

  



 ６９

 

 

 

 

 

参考－３ 

 

 

 

 

鋼けた製作に係わる社内検査実施要領 
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 ７１

鋼けた製作に係わる社内検査実施要領 

 

制定 平成 14 年４月１日   土計発第４２５号 

改定 平成 25 年４月１日 24 都建発第 11581 号 

改定 平成 30 年４月１日 29 都都発第 12038 号 

改定 令和４年４月１日３都都発第     号 

 

（目的） 

第１ この要領は、大田区の所掌する鋼けた製作について、大田区と契約を結んだ受注業

者（以下「受注者」という。）の責任において実施する検査（以下「社内検査」とい

う。）に関し必要な事項を定め、もって工事の適正かつ効率的な施工を行い、品質及

び出来形の確保を図ることを目的とする。 

 

（対象工事） 

第２ この要領は、鋼けた製作工事を対象とする。 

 

（社内検査員） 

第３ 社内検査を行う者（以下「社内検査員」という。）は、下記条件を全て満たす技術

者であるものとする。ただし、区の承諾を得た場合は、この限りではない。 

①  当該工事の受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係を有する技術者であること。 

②  当該工事には直接関係しない技術者であること。 

③  技術士又は１級土木施工管理技士の資格を有する技術者であること。 

④  鋼けた製作・架設工事の監督、検査の経験が通算 10 年以上あること。 

 ２ 受注者は、社内検査員を定めた場合、書面（別記様式工第２号）によりその氏名、

資格、経験及び経歴を監督員に通知するものとし、この者を変更したときも同様とす

る。 

 

（社内検査の方法） 

第４ 社内検査は、工場において行うものとし、契約図書及び関係図書に基づき、品質、

出来形及び写真管理はもとより、製作全般にわたり行うものとする。 

 

（社内検査の実施） 

第５ 社内検査の実施時期については、社内検査員が鋼けた製作過程において必要と認め

る時期及び、区検査員及び材料検査を行う監督員（以下「検査職員」という。）が行

う検査（完了、既済部分、中間、清算、材料）の事前に行うものとする。 

 ２ 社内検査は、土木材料仕様書、施工管理基準等に基づき品質、出来形及び写真管理

について、実施するものとする。 
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（検査時の立会い） 

第６ 原則として、社内検査員は、検査職員が行う検査（完了、既済部分、中間、清算、

材料）に立会うものとする。 

 

（社内検査結果の提出） 

第７ 受注者は、社内検査の結果を検査職員が行う検査時に別途定める品質確認書として

提出するものとする。様式は、別紙様式－１とし、添付する「別紙検査表」の様式は

各社の様式とする。 

 

（特記仕様書への記載） 

第８ 大田区所握の鋼けた製作に係わる社内検査指定工事の特記仕様書への記載は下記例

を参考とする。 

 

 

 

 

 

 

 

  （品質確認書の提出） 
１ 受注者は、本工事の適正かつ効率的な施工を行い、品質及び出来形の確保を図るため

検査時に品質確認書を提出しなければならない。 
２ 品質確認書は、社内の検査員（以下「社内検査員」という。)が工事施工途中におい

て必要と認める時期及び検査（完了、既済部分、中間、清算、材料）の事前に行う社内

検査に基づき作成するものとする。 

３ 社内検査は、契約図書及び関係図書に基づき品質、出来形及び写真管理はもとより、

製作全般にわたり確認するものとする。 

４ 社内検査員は当該工事に直接関係しない技術者とする。原則として、社内検査員は、

検査職員が行う検査（完了、既済部分、中間、清算、材料）に立ち会うものとする。 

５ 社内検査員は鋼けた製作・架設工事の監督、検査の経験が通算 10 年以上あり、かつ

技術士もしくは１級土木施工管理技士のいずれかの資格を有するものとする。ただし、

監督員の承諾を得た場合は、この限りではない。 

６ 受注者は、社内検査員を定めた場合、書面により氏名、資格、（資格証明の写しを添

付）、経験及び経歴書を監督員に提出するものとする。社内検査員を変更した場合も同

様とする。 

特記仕様書記載例 
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（検査の実施） 

第９ 検査職員による検査は、本要領第７に定める品質確認書をもとに、別紙「検査職員

による鋼けた製作検査方法一覧」に基づき、検査を行うものとする。 

２ 請負者は検査職員による各検査が完了した後、次の製作工程に移ること。 

   ただし、検査職員の了承を得た場合は、この限りではない。 

３ 原寸、材料、塗膜の工場における検査は社内検査員が行うものとし、検査職員によ

る検査は、事務所、工事現場（塗装を仮組み時に行う場合は工場）で行うものとする。 

 

（施行） 

第 10 本要領は、平成 30 年４月１日より施行する。 
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社内検査指定鋼けた製作に関する各種検査等の取扱い 

 

社内検査は、従来より受注者が自主的に行っているものであるが、その制度化は、受注

者の自己責任による工事の品質の確保を一層明確にするとともに発注者の行う各種検査の

省力化、効率化を図るものである。 

検査の実施にあたり、検査職員は、原則として社内検査員の立会いを求め、以下の点に

留意し取扱うものとする。 

 

１ 原寸検査 

各部材のとりあい関係や施工上の支障の有無等がＮＣデータ等の資料により確認できる

場合は、床書き等による確認を省略することができる。 

 

２ 材料検査 

材料検査の実施にあたっては、日程等を調整するため、事前に使用材料の製造工場名、

搬入時期、使用時期等を記入した一覧表を検査の執行区分別に受注者から提出させること

とする。 

検査は、社内検査の資料及び状況写真等を添付した品質確認書による検査を基本とする。 

 

３ 塗膜検査 

塗膜検査は、事前に品質確認書を提出させ、社内検査員の立会いのうえ、原則として工

事現場で行うものとする。 

 

４ 仮組み検査 

仮組み検査は、事前に品質確認書を提出させ社内検査員の立会いのうえ行う。 

なお、仮組みに係わる材料は、材料検査に合格したものを使用するものとする。 

 

５ 関係図書 

鋼けた製作に係わる社内検査実施要領の第４ 「社内検査の方法」の記述内容のうち関

係図書とは、以下のとおりである。 

土木材料仕様書、材料検査実施基準、道路橋示方書・同解説（共通編・鋼橋編）鋼道路

橋施工便覧、鋼道路橋塗装便覧  等 
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検査職員による鋼けた製作検査方法一覧 

検査の種類 根拠となる基準等 検査職員区分 検査方法 

原寸検査 土木工事標準仕様書 監督員 

[事務所にて書類

検査] 

下記①もしくは②の方法によ

り行われた原寸社内検査の品

質確認書をもとに、書類検査。 

①  N/C データ等による検査 

提出された N/C データ等

の資料 

②  床書き検査 

工場における、床書き 

材料検査 検査事務規程 

材料検査実施基準 

監督員 

[事務所にて書類

検査] 

材料社内検査の品質確認書を

もとに、書類検査。 

塗膜検査 検査事務規程 

検査の技術的基準 

検査員 

[仮組検査時もし

くは現場搬入時] 

塗装社内検査の品質確認書を

もとに、仮組検査時、もしくは

現場搬入時に臨場による確認

検査を行う。 

仮組検査 検査事務規程 

検査の技術的基準 

検査員 

 

仮組社内検査後、従来どおりの

臨場による工場検査を必要回

数行う。 
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  様式―１ 

品 質 確 認 書 
                                        工事名：             

社 内 検 査 記 事 

社内検査項目 実 施 日 箇   所 社内検査員氏名 記   事 

     

     

     

     

     

     

 

別紙検査表により検査した結果、工事請負契約書、図面、仕様書、その他 

の関係図書に示された品質を確保していることを確認したので報告します。 
 

                                      受注者 住所 

                                          氏名           
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参考－４ 

 

 

 

 

アスファルト事前審査 

制度について  
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アスファルト混合物事前審査制度実施要領 

 

制定 平成 10 年４月 1日   土土発第 247 号 

改定 平成 25 年４月１日 24 都建発第 11582 号 

改定 平成 28 年４月１日 27 都建発第 11700 号 

改定 平成 30 年４月１日 29 都都発第 12039 号 

 

 

１ アスファルト混合物事前審査制度の目的と適用 

  本制度は、工事の発注単位ごとに行われているアスファルト混合物（再生アスファルト混合物を含む）の

品質を審査機関が事前に審査し、これを認定することによって各工事ごとの基準試験及び書類の提出

等を一部省略して、書類の内容チェック及び承諾等に関する監督業務を簡素化し、現場業務の改善を

図ることを主な目的として実施する。 

 本制度は、認定を受けた混合所の認定混合物を使用する工事について適用するものとする。 

 なお、認定を受けていない混合物については、従来どおりの扱いとする。 

 

２ 品質管理の方法 

  事前審査で認定を受けたアスファルト混合物を使用する場合の品質管理は、別途定める「アスファルト

混合物事前審査制度における品質管理基準」（大田区）により、以下のとおり行う。 

（１）工事の受注者は、事前審査制度により認定を受けた混合物を工事に使用する場合は、工事ごとの

基準試験及び承諾書類（骨材及びアスファルト、混合物の配合設計及び基準密度等）の提出に換

えて、認定証の写しを監督員に提出するものとし、監督員は認定証の写しにより使用する混合物の

品質を確認するものとする。 

（２）混合物の製造プラント（以下「プラント」という。）における品質管理（骨材の粒度及び加熱温度、ア

スファルトの溶解温度、混合物の骨材粒度及びアスファルト量等）については、プラントの自主管理

とし、原則として記録の提出は不要とする。 

（３）現場における品質管理（コア抜き取りによる抽出試験、搬入舗設状況管理、密度試験、ホイールト

ラッキング試験等）については、従来どおり行う。 

 

３ 認定証の発行 

  認定証は、別紙のとおり混合所単位に認定混合物を特定して発行される。 

 その発行は、アスファルト混合物の事前審査を行う機関として国土交通省関東地方建設局長が指定

（平成29年４月～平成33年３月）した機関の「アスファルト混合物事前審査委員会（事務局；一般社団法

人日本道路建設業協会関東支部）」の長が行い、有効期限は発行日から１年間である。 

 

４ 特記仕様書の明示 

  アスファルト混合物を使用する工事を発注する時は、特記仕様書に下記の記載例により明示する。 

    ［特記仕様書記載例］ 

 

５ 施  行 

本実施要領は平成 30 年４月１日より施行する。 

 

 

 

［アスファルト混合物及び再生アスファルト混合物］ 

 受注者は、本工事に使用するアスファルト混合物及び再生アスファルト混合物について、「ア

スファルト混合物事前審査」の認定を受けた混合所の認定混合物を使用する場合は、認定証

の写しを監督員に提出するものとし、この場合の品質管理は「アスファルト混合物事前審査制

度における品質管理基準」（大田区）によるものとする。 



 

  ８０

アスファルト混合物事前審査制度における品質管理基準 

１ アスファルト混合物                                              （大田区） 

工種  試験(測定)項目 試験方法 管理基準 検査確認方法 

 

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
処
理
混
合
物
・
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
混
合
物
・
グ
ー
ス
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
混
合
物 

 

上

層

路

盤

工

・

基

層

工

・

表

層

工 

材 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

料 

骨 
 

 
 

材 

・比重及び吸水率 

(単粒度砕石の場合のみ必要) 

・すりへり減量 

(単粒度砕石の場合のみ必要)試験 

・そ性指数（ＰＩ） 

(ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞｽの場合のみ必要) 

 

・粒度 

便 2-A001,002 

 

便 2-A005 

 

便 4-F005 

 

便 2-A005 

 

 

 

 
 

事前に審査 

 

 

 

 

認定証(写) 

により確認 

フ
ィ
ラ
ー 

・水分 

・比重 

・粒度 

便 2-A010 

便 2-A001 

便 2-A009 

 

事前に審査 

認定証(写) 

により確認 

石
油 

 

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
類 

・針入度 

・軟化度 

・伸度 

・三塩化ｴﾀﾝ可溶分 

・引火点 

・薄膜加熱質量変化率 

・薄膜加熱針入度残留率 

・蒸発後の針入度比 

・蒸発質量変化率 

・粘土(動粘度又はｾｲﾎﾞﾙﾄﾌﾛｰﾙ秒) 

・密度 

・ﾀﾌﾈｽ・ﾃﾅｼﾃｨ 

・粘度比(60℃) 

便 2-A041 

便 2-A042 

便 2-A043 

便 2-A044 

便 2-A045 

便 2-A046 

便 2-A046 

便 2-A048 

便 2-A047 

便 2-A050 

便 2-A049 

便 2-A057 

便 2-A051 

 

 

 

 

 

 

事前に審査 

 

 

 

 

 

 

認定証(写) 

により確認 

混 
 

合 
 

物 

・混合物の配合設計 

 

・混合物の密度(基準密度) 

 

舗装施工便覧 

 
便 3-B008 
土木材料仕様書 

事前に審査 

〃 

認定証(写) 

により確認 

・骨材の粒度 

・骨材の加熱温度 

・ｱｽﾌｧﾙﾄの溶解温度 

・混合物の骨材粒度及び 

ｱｽﾌｧﾙﾄ量 

・混合物の密度 

・混合物の温度 

便 2-A003 

 

 
便 2-A003 

便 4-G028、便 4-G029 

便 3-B008 

 

 

｢土木工事施工

管理基準｣によ

る 

 

プラントの 

自主管理 

＊注１ 施工時における品質管理は｢土木工事施工管理基準｣による。 

＊注２ 工事監督員の指示があった場合には、プラントにおける骨材等の計量自記印字記録データおよ

び管理表等の自主管理記録を提出するものとする。 

＊注３ 便：舗装調査、試験法便覧（（公社）日本道路協会） 
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アスファルト混合物事前審査制度における品質管理基準 

２ 再生アスファルト混合物                                           （大田区） 

工種  試験(測定)項目 試験方法 管理基準 検査確認方法 

 

再

生

ア

ス
フ

ァ
ル
ト

処

理

混

合

物

・
再

生

ア

ス
フ

ァ
ル
ト

混

合

物 

 

上

層

路

盤

工

・

基

層

工

・

表

層

工 

材 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

料 

再
生
骨
材 

・ｱｽﾌｧﾙﾄ抽出後の骨材粒度 

 

・旧ｱｽﾌｧﾙﾄ含有量 

・旧ｱｽﾌｧﾙﾄの針入度 

 

・洗い試験で失われる量 

便 2-A003 

 
便 4-G028、便 4-G029 

便 2-A041、ASTMD1856 

 

 

 

 

事前に審査 

 

 

認定証(写) 

により確認 

再
生
用 添

加
剤

・動粘度(60℃) 

・引火点 

・薄膜加熱後粘度比 

・薄膜加熱質量変化率 

ＪＩＳ Ｋ 2283 

ＪＩＳ Ｋ 2265 

ＪＩＳ Ｋ 2283 

ＪＩＳ Ｋ 2207 

 

事前に審査 

 

認定証(写) 

により確認 

再
生 

石
油
ア
ス
フ
ァ
ル
ト 

・針入度 

・軟化度 

・伸度 

・三塩化ｴﾀﾝ可溶分 

・引火点 

・薄膜加熱質量変化率 

・薄膜加熱針入度残留率 

・蒸発後の針入度比 

・蒸発質量変化率 

・粘土(動粘度又はｾｲﾎﾞﾙﾄﾌﾛｰﾙ秒) 

・密度 

・ﾀﾌﾈｽ・ﾃﾅｼﾃｨ 

・粘度比(60℃) 

便 2-A041 

便 2-A042 

便 2-A043 

便 2-A044 

便 2-A045 

便 2-A046 

便 2-A046 

便 2-A048 

便 2-A047 

便 2-A050 

便 2-A049 

便 2-A057 

便 2-A051 

 

 

 

 

 

 

事前に審査 

 

 

 

 

 

 

認定証(写) 

により確認 

混 
 

合 
 

物 

・混合物の配合設計 

・混合物の密度(基準密度) 

舗装再生便覧 

土木材料仕様書、便 3-B008 

 

 

事前に審査 

認定証(写) 

により確認 

・旧ｱｽﾌｧﾙﾄ含有量 

・旧ｱｽﾌｧﾙﾄの針入度 

 

・洗い試験で失われる量 

・再生混合物の骨材粒度及びｱｽﾌｧﾙﾄ量 
 

・再生混合物から回収した再生ｱｽﾌｧﾙﾄ量の針入度 

 

・再生骨材使用率 

・混合物の密度 

・混合物の温度 

便 4-G028、便 4-G029 

便 2-A041、ASTMD1856 

 
舗装再生便覧 

便 4-A003、便 4-G028、 

便 4-G029 

便 2-A041、ASTMD1856 

 

 
便 3-B008 

土木材料仕様書 

 

 

 

｢土木工事施工

管理基準｣によ

る 

 

 

 

プラントの 

自主管理 

＊注１ 施工時における品質管理は｢土木工事施工管理基準｣による。 

＊注２ 工事監督員の指示があった場合には、プラントにおける骨材等の計量自記印字記録データおよ

び管理表等の自主管理記録を提出するものとする。 
＊注３ 便：舗装調査、試験法便覧（（公社）日本道路協会） 
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〔参考〕    アスファルト混合物事前審査制度との比較 

工事の契約 

工事の施工 

基準試験 
 

使用材料承諾書 
配合報告書 

 

・砕石：粒度 
・ｱｽﾌｧﾙﾄ：物理性状 
・混合物：ﾏｰｼｬﾙ安定度 
     ｱｽﾌｧﾙﾄ量 
     基準密度 

出来形・品質管理 

・材料の試験報告 
・ｱｽﾌｧﾙﾄの温度、粘度 
・密度、安定度～ｱｽﾌｧﾙﾄ量 

・試験・測定の実施 
・作業標準によるチェック 

検 査 

・ｱｽﾌｧﾙﾄ量 
・粒度 
・締固め度 
・動的安定度(DS) 
・厚さ 
・施工面積等出来形 

工事の契約 

工事の施工 

事前に審査し認定 

・砕石：粒度 
・ｱｽﾌｧﾙﾄ：物理性状 
・混合物：ﾏｰｼｬﾙ安定度 
     ｱｽﾌｧﾙﾄ量 
     基準密度 

基準密度 

事前審査認定証(写)提出 

配合 
・材料の試験 
・ｱｽﾌｧﾙﾄの温度、粘度 
・密度、安定度～ｱｽﾌｧﾙﾄ量 

出来形・品質管理 

・試験・測定の実施 
・作業標準によるﾁｪｯｸ 

検 査 

・ｱｽﾌｧﾙﾄ量 
・粒度 
・締固め度 
・動的安定度(DS) 
・厚さ 
・施工面積等出来形 

＊ 

各工事ごとに使

用するｱｽﾌｧﾙﾄ

混合物及び使用

材料の試験をプ

ラントで行い承諾

書を提出。 

 

＊ 

プラントで製造す

る混合物ごとに事

前審査により、品

質を保証する。 

各工事ごとの試験

は認定書の確認

により省略。 

 

＊ 

従来どおりの

品質・施工管

理を行う。 

 

事前審査制度以外のアスファルトにおける品質管理の流れ 事前審査制度における品質管理の流れ 

基準密度報告書 
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委員長   ○ ○  ○ ○ 

○○○○(株)△△工場 

アスファルト混合物事前審査委員会 

（別紙 例） 

工場長  □ □ □ □ 殿 

平成３０年 ３月 ８日 

平成３０年 ４月 １日 ～ 平成３１年 ３月３１日 
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○○○○(株)△△工場 

平成 30 年 04 月 01 日 ～ 平成 31 年 03 月 31

平成 30 年 04 月 

 

事前審査アスファルト混合物（新規混合物）総括表 
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